[bookmark: _GoBack]様式第１号 
総合効率化計画認定申請書

　　年　　月　　日
（地方）運輸局長　または　国土交通大臣
（地方）農政局長　または　農林水産大臣
（地方）経済産業局長　または　経済産業大臣　殿

　　　　　　　　　　　　　（代表申請者）
所　在　地　
名　　　称　
代表者氏名　　　　　　　　　　 　　 

　　　　　　　　　　　　　（共同申請者）
所　在　地　
名　　　称　　　　　　　　　　　  　
代表者氏名

　　　　　　　　　　　　　（共同申請者）
所　在　地　
名　　　称　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律第４条第１項の規定により、下記の総合効率化計画について認定を受けたいので申請します。

記

１．流通業務総合効率化事業を実施する者の概要
（１）流通業務を実施する者

	事業者名
	本社所在地
	代表者名
	資本金
	従業員数

	
	
	
	
	

	(法人番号:             )
	
	
	
	

	営業所の名称
	営業所所在地
	連絡先

	
	
	



	事業者名
	本社所在地
	代表者名
	資本金
	従業員数

	
	
	
	
	

	(法人番号:             )
	
	
	
	

	営業所の名称
	営業所所在地
	連絡先

	
	
	



（２）特定流通業務施設を整備する者

	事業者名
	本社所在地
	代表者名
	資本金
	従業員数

	
	
	
	
	

	(法人番号:             )
	
	
	
	

	営業所の名称
	営業所所在地
	連絡先

	
	
	



（３）その他

	事業者名
	本社所在地
	代表者名
	資本金
	従業員数

	
	
	
	
	

	(法人番号:             )
	
	
	
	

	営業所の名称
	営業所所在地
	連絡先

	
	
	




２．流通業務総合効率化事業の目標


３．流通業務総合効率化事業の内容
（１）取扱品目


（２）一体的に行う流通業務の種類


（３）流通業務の処理の内容

ⅰ）現行


ⅱ）計画


※　トラックターミナル事業を実施する場合にあってはトラックターミナルの位置、規模及び構造（7．で記載する場合を除く。）を、貨物軌道事業を実施する場合にあっては軌道及び停留場の位置を明確に記載すること。

　（チェック欄）
	流通業務総合効率化事業の実施にあたり、独占禁止法に抵触する内容※は含みません。
	



※　競争関係にある物流事業者が、共同して荷主に提示する運賃の決定、維持若しくは引上げを行うこと、共同して契約する荷主の割当てを行うこと等により、一定の取引分野における競争を実質的に制限する場合は、不当な取引制限として独占禁止法に違反することになる（流通業務総合効率化事業の実施に関する基本的な方針（平成十七年農林水産省・経済産業省・国土交通省告示第二号）第６、９）。

（４）倉庫業等の該当の有無及び許可又は登録の有無
　　　事業者名： 
	事業の種類
	該当の有無
	許可又は
登録の有無
	変更認可等
の必要の有無

	第一種貨物利用運送事業
	
	
	

	第二種貨物利用運送事業
	
	
	

	一般貨物自動車運送事業
	
	
	

	貨物軽自動車運送事業
	
	
	

	貨物運送一般旅客定期航路事業
	
	
	

	貨物鉄道事業
	
	
	

	貨物軌道事業
	
	
	

	トラックターミナル事業
	
	
	

	倉庫業
	
	
	



　　　事業者名：
	事業の種類
	該当の有無
	許可又は
登録の有無
	変更認可等
の必要の有無

	第一種貨物利用運送事業
	
	
	

	第二種貨物利用運送事業
	
	
	

	一般貨物自動車運送事業
	
	
	

	貨物軽自動車運送事業
	
	
	

	貨物運送一般旅客定期航路事業
	
	
	

	貨物鉄道事業
	
	
	

	貨物軌道事業
	
	
	

	トラックターミナル事業
	
	
	

	倉庫業
	
	
	




４．流通業務総合効率化事業の実施時期
	
	年　　　月
	備 考

	業務処理実施スケジュール
（試行、本格稼動）
	試　　行　　
本格稼動　　
	





５．流通業務総合効率化事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法
（単位：千円）
	項　目
	自己資金
	補助金
	公的機関からの借入れ
	民間機関からの借入れ
	合　計

	
	
	
	
	
	
	
	

	土　地
	
	
	
	
	
	
	

	建　物
	
	
	
	
	
	
	

	設　備
	
	
	
	
	
	
	

	運転資金
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	




６．流通業務総合効率化事業に係る貨物利用運送事業法第十一条又は鉄道事業法第十八条に規定する運輸に関する協定を締結するときは、その内容


７．特定流通業務施設の整備に関する事項
（１）特定流通業務施設の内容（設備の仕様については別添参照）
	名　称
	

	区　分
	

	所有者
	

	所在地
	

	敷地面積
	

	社会資本等との位置関係
	

	床面積（容積）※
	荷さばき
	　  　      ㎡（         ㎥）

	
	保管施設
	　  　      ㎡（         ㎥）

	
	流通加工施設
	　  　      ㎡（         ㎥）

	
	その他の施設
	　  　      ㎡（         ㎥）

	
	合　　計
	　  　      ㎡（         ㎥）

	主要構造部（柱・はり）の構造
	

	付設する流通効率化設備等の内容
	

	免震・制震構造の有無（営業倉庫）
	

	災害対策の内容
	


※　貯蔵槽倉庫又は冷蔵倉庫にあっては、床面積及び容積を、貯蔵槽倉庫又は冷蔵倉庫以外の倉庫（普通倉庫）にあっては、床面積を記入すること。

（２）貨物自動車運送事業の営業所、自動車車庫
	事業者名
	

	本社所在地
	

	代表者名
	

	営業所等の名称
	

	営業所等の位置
（土地・建物の所有者名）
	


	営業所等に配置する事業用自動車の数
	

	自動車車庫の位置
（土地・建物の所有者名）
	


	自動車車庫の収容能力
	

	営業所等において行う業務内容
	




（３）特定流通業務施設の整備スケジュール
	
	年　　　月
	備 考

	建設スケジュール
	基　本　設　計
実　施　設　計
土　地　取　得
建　築　確　認
請負事業者決定
着　　　　　工
竣　　　　　工
	

	土地利用・建設規制に係る許認可スケジュール
	農振法区域変更（農振除外）申請
　申請
　許可
農振法農地転用許可申請
　申請
　許可
都市計画法開発行為許可申請
　申請
　許可
	




８．流通業務総合効率化事業の実施区域
	特定流通業務施設を設置する都道府県
	

	輸送の発地となっている都道府県
	

	輸送の着地となっている都道府県
	




９．中小企業流通業務総合効率化事業又はそれ以外の流通業務総合効率化事業の別
	中小企業流通業務総合効率化事業
	それ以外の流通業務総合効率化事業

	あ
	




１０．貨客運送効率化事業の該当有無と、該当時の関係地方公共団体
	貨客運送効率化事業
	関係地方公共団体

	
	




１１．認定により適用を希望する支援措置


１２．その他基本方針に適合する事項


１３．備考

【別添】
○設備の概要
　
　
　
　
　
　

○物流設備・機器
　
　
　
　
　
　

○情報設備
　
　
　
　
　
　

○情報システム
　
　
　
　
　
　
　
○その他
　
　
　
　
　
　
　
以　上
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